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IEAによる温暖化ガス削減検討のケースでは、2030年の世界全体の一次エネルギー
需要の伸びは現状の約1.2倍、再生可能エネルギーは約2.1倍で、原子力は、現状の約
2.4倍で一次エネルギーの約12％
を担うと試算されている。
この達成には省エネの促進、再生

可能エネルギーの最大限の利用と
並んで、世界において積極的な原
子力の利用の拡大努力が不可欠。
このため、国内では、研究開発の

みならず、新増設やリプレイスへの
対応、そのための国民との相互理
解の増進、新技術に対応した規制
体制等の整備を行う。また、非電
力市場の開拓も課題。
また国際的には、有効な温暖化

対策としてのコンセンサスの形成
と導入国を支援する枠組み、また、
安全、核不拡散、核セキュリティを
確保する体制の強化が必要。

地球温暖化対策に貢献する原子力技術

原子力技術のロードマップ（主要なもの）原子力技術のロードマップ（主要なもの）

○原子力発電関連技術では、これまで世界的に原子力発電所の建設が停滞し
ていたこともあり、建設能力のある主要なメーカーは、東芝－ＷＨ（米）、日立－

ＧＥ（米）、三菱－アレバ（仏）の３連合の他、アトムプロム（露）に集約。
○日本は、産業技術力の面でやや先んじているが、米仏露の主要メーカーと
比べ、海外市場への対応は遅れており、国際競争力の維持、発展が重要。

○地球規模でのCO２排出削減、持続的社会の構築に貢献するためには、短期
では既存軽水炉の高度化、次世代軽水炉の開発による経済性等の更なる向上、
中長期では、高速増殖炉サイクル技術、核融合技術による持続的な安定供給
確保や原子力での水素製造技術によるエネルギー供給の多様化等の取組みが
求められており、日本の高い技術力を活かした積極的取組が必要。

○電力分野は、二酸化炭素排出量（直接排出）の約３割を占め、今後も大き
な伸びが予想されている。また、低炭素技術の導入機会も多く、当該分野
での削減対策は重要課題。

○原子力は発電過程で二酸化炭素を排出しない供給技術の中で、最大の
供給量であるなど、供給基盤を担える技術。

○エネルギー安定供給を図りつつ、2050年までに世界の温室効果ガスの排
出量を半減するためには、省エネの促進、再生可能エネルギーの最大限
の利用と並んで、地球規模での原子力の利用の拡大が不可欠。

○原子力の利用の拡大のためには、安全性の向上等、利用への不安に応
える研究開発や更なる持続性のための研究開発が重要。

CO2削減の技術ポテンシャル 技術の国際展開普及シナリオ／必要な措置

温室効果ガスの排出削減に大きく貢献している原子力技術 ベンチマーク／技術の意義

出典：IPCC第4次評価報告第3WG報告書
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分野別ＣＯ２排出量の推移
（直接排出）

住宅及びサービス

2000 2010 2020 2030 2040 2050
●次世代軽水炉●次世代軽水炉

・耐震安全の確保、高経年化対策の実施、高燃焼度化等の高度利用
・検査システムの高度化等による設備利用率の向上

経済性、信頼性、安全性の飛躍的向上

●中小型炉●中小型炉

●●安全確保を大前提とした既設炉の安全確保を大前提とした既設炉の高度利用高度利用

・国内リプレース対応
・世界標準炉として海外市場へ展開

・要素技術の開発
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出典：IEA：World Energy Outlook – 2007

2030年時点で、

○ｴﾈﾙｷﾞｰ消費
現状の約1.2倍

（標準ｼﾅﾘｵ比約△20%）

○従来型化石ｴﾈﾙｷﾞｰ
現状の約0.95倍

○原子力ｴﾈﾙｷﾞｰ
現状の約2.4倍

○再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ
現状の約2.1倍
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標準ｼﾅﾘｵ：現状施策継続

450安定化ｹｰｽ：
2050年に排出量半減

原子力が目指す温暖化対策への貢献原子力が目指す温暖化対策への貢献

我が国の原子力発電所の設備利用率を10％向上させることにより、一年間で約2500
万トンのCO2排出量抑制効果がある。また、2015年の我が国の原子力発電の設備容
量を５０GWとし、これをLNG火力で代替したと仮定すると、年間約1．7億トンのCO2排
出量が削減される。IEAの見通し（標準ケース）では、2030年における世界全体のCO2
排出量は約420億トンで、総発電量の9%が原子力。世界の総発電量に占める原子力
発電比率が日本並（30%）とな
ったと仮定すると、同355億トン
と試算され、約65億トンの削減

が可能。また、平均的な火力発
電所が135万kWの原子力発電

所１基に置き換わることにより、
年間約600万トンのCO2削減が

可能。
また、原子力による水素製造

については、2040年以降の導
入予測では、４億Nm３/年/基の
水素を製造し、2100年までに、
水素の総需要の27％を賄うと

いう導入シナリオもある。

・放射性廃棄物処理、処分技術等、

核燃料サイクル技術、廃止措置技術

◇革新的な環境エネルギー技術の実現に貢献 ・高機能半導体、燃料電池・水素貯蔵材料、高発電効率太陽電池パネル等の開発の基盤技術

◇量子ビームテクノロジーによる地球環境保全技術◇量子ビームテクノロジーによる地球環境保全技術

◇原子力利用を支える基礎基盤技術◇原子力利用を支える基礎基盤技術
・安全、核不拡散の確保等

現在、少なからぬ数の国が、地
球温暖化対策の強化およびエネ
ルギー安定供給確保の観点から、
原子力発電の規模を増大したり、
新たな導入を検討している。
我が国としては、原子力産業の

国際展開を推進するとともに、第
４世代原子力システムに関する国
際フォーラム(ＧＩＦ)、国際原子力エ
ネルギー・パートナーシップ(ＧＮＥＰ)、
ＩＴＥＲ計画等、原子力の研究開発に
係る二国間、多国間の枠組みを通じ
研究開発の効果的、効率的推進を図
る。
また、IAEAを中心に、原子力を安

定的に利用するための国際的な核燃
料供給保証の議論も進んでおり、我
が国はこれらに、主要なメンバーとし
て積極的に参画している。

Generation IV International Forum

ＧＮＥＰ：Global Nuclear Energy Partnership
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各種発電ﾌﾟﾗﾝﾄの、ﾗｲﾌｻｲｸﾙ評価に基づくCO2排出原単位算出結果

（高、低：同ｶﾃｺﾞﾘ中のﾌﾟﾗﾝﾄで、最大または最小の値）
（CCS：炭素回収・貯留技術適用ﾌﾟﾗﾝﾄ）

出典）Comparison of Energy Systems Using Life Cycle Assessment, WEC, 2004より作成

原子力ｴﾈﾙｷﾞｰの高度利用原子力ｴﾈﾙｷﾞｰの高度利用
Ａ．2030年までに軽水炉技

術での安全性、信頼性、
経済性の飛躍的向上

Ｂ．2010年代中頃までに中

小型炉の技術を開発、そ
の後、海外市場展開

Ｃ．2050年までに高速炉技

術体系の実用化、核融合
炉の実用化の目途

Ｄ．2040年頃を目指した水

素製造技術の実用化

原子力持続的活用の技術原子力持続的活用の技術
原子力利用を支える基礎

基盤技術を推進

環境エネルギー技術を支え環境エネルギー技術を支え

る基盤技術る基盤技術

安全、信頼性

持続可能性

核不拡散

経済性

安全運転

環境影響

耐久性

資源制約の軽減

廃棄物処理処分

コスト削減

投資リスクの低減

立地制約の軽減

核拡散抵抗性

目指すビジョン 求められる技術特性 期待される主な技術システム
※
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・実用規模の水素製造の実証 ●●原子力による革新的水素製造技術原子力による革新的水素製造技術

（実証を経て、経済性、安全性、信頼性の一層の向上を図り、大型炉とは異なる市場を対象として、世界展開を実現）

革新への貢献 革新的基盤技術

●高速●高速増殖増殖炉炉

・商業炉
ウラン資源利用率の飛躍的な向上
放射性廃棄物の大幅な減少

・原型炉「もんじゅ」

・実証炉

実験炉「常陽」(茨城県大洗町）
77年臨界、現在まで運転中。

原型炉「もんじゅ」（福井県敦賀市）
94年臨界、現在、運転再開準備中。

・要素技術の開発

●核融合炉
ITER計画
幅広いアプローチ建設 運転 実用化の目途

１

CO２を排出しない水素製造技術の実現
熱→水素の効率は、40～50％、熱→電気→水素の効率は、19～24％

・水素製造技術の確証
・HTTRによる実証・実用化データ取得

・大幅なコンパクト化
・メンテナンスコストの低減

海外市場への展開
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原子力安全確保技術

 

－科学的・合理的な安全規制の整備・運用－

温室効果ガス削減とエネルギー安定供給を同時解決 ベンチマーク／技術の意義

技術のロードマップ技術のロードマップ

 

（（

 

「現行軽水炉の高度利用」「現行軽水炉の高度利用」

 

関係関係 ））

2000 2010 2020 2030 2040 2050

経済性・安全性を飛躍的に
向上させた次世代軽水炉

現行軽水炉の高度利用

普及シナリオ／必要な措置

○基本的な考え方：

 

国の原子力安全委員会が策定する安全研究計画（原子

 

力の重点安全研究計画）に沿って、重点的かつ効率的に研究を推進。

○産学官の連携・役割分担：

 

研究分野毎に、産学官の専門家が、共有した目

 

標のもとで取り組むべき技術的課題、その課題への対応方法及び役割分担

 

等を明確にして、連携して研究を推進（※）。

（※）産学官の専門家により策定した今後の安全研究課題等に関するロードマップ
燃料高度化技術戦略マップ2007、高経年化対応技術戦略マップ2007

温室効果ガス削減ポテンシャル 技術の国際展開

○安全研究分野は、グローバリゼーションがかなり進行して

 

いる分野。
○ＯＥＣＤ／ＮＥＡ（経済協力開発機構／原子力機関）などを

 

通じて、多国間による安全研究国際プロジェクトが進行中。

 

国際的に共通な安全上の課題の解決や研究の効率的推

 

進を図っている。
（例）我が国がリードしている研究分野

軽水炉プラント安全：ＯＥＣＤ／ＲＯＳＡプロジェクト
高経年化

 

：

 

ＯＥＣＤ／ＳＣＡＰプロジェクト

○設備利用率の10％向上により年間約

 
2500万トンのCO2削減。

○原子力発電利用により、2015年に年間約

 
1．7億トンのCO2排出量が削減される。

 
（※2015年の我が国の原子力発電容量

 
を50GW、火力発電（LNG）代替を仮定）

○原子力は大規模で安定な供給が可能。しかも発電

 

過程で温暖化ガスを排出しないため、温室効果ガ

 

ス削減とエネルギー安定供給に直接的に役立つ。
○原子力安全の確保なくして、原子力を安定的かつ持

 

続的なエネルギー供給源として利用することはでき

 

ない。
○規制当局が科学的・合理的な安全規制を整備・運用

 

するために「原子力安全確保技術」の開発は必須。

○原子力安全の高度化は世界共

 

通の課題であり、安全技術や運

 

転経験等に関する知見・教訓を

 

国際的に共有することが重要。

○我が国の原子力安全研究のレ

 

ベルは、新設の原子炉建設が

 

停滞していた欧米と同程度か、

 

分野によっては我が国がリード。

ほぼ同じ

▼中越沖地震

▼耐震指針改訂

▼初期ﾌﾟﾗﾝﾄ40年経過 ▼初期ﾌﾟﾗﾝﾄ60年経過

●耐震バックチェック

●中越沖地震の教訓の反映

●70GWd/t～高燃焼度燃料
の安全評価手法の整備

●先進安全系の導入
●免震技術導入

●設備利用率10％向上
・長期サイクル運転
・炉出力の向上

●現在の燃焼度上限値
ウラン燃料：55GWd/t
ＭＯＸ燃料：40～45GWd/t

●検査制度の改善

・残余のリスク
・耐震裕度

・改良合金評価
・ＲＩＡ、ＬＯＣＡ試験

・ＰＳＡ技術

・照射脆化
・ＳＣＣ機構解明

●60～70GWd/t高燃焼度燃料
の安全評価手法整備

●高経年化評価手法の高度化
●より実効性の高い検査手法

耐震安全確保等

高経年化対応

高燃焼度化

稼働率向上

３次元耐震安全解析

ＳＣＣ機構解明試験

ＲＩＡ試験

①短期的に温室効果ガス排出量の削減が期待できる技術

 

・現行軽水炉の高度利用・・・中越沖地震を踏まえた耐震安全確保、現行軽

 

水炉の高経年化対応、高燃焼度化

②2030年、2050年の段階で温室効果ガス削減への寄与が期待出来るもの

 

・次世代軽水炉の研究開発・・・先進安全系、免震技術
・高速増殖炉（ＦＢＲ）サイクル技術・・・ＦＢＲ安全評価技術

 

・核燃料サイクル・廃止措置関連技術・・・地層処分の安全評価技術

 

②については、次頁以降で記述

 

①短期的に温室効果ガス排出量の削減が期待できる技術
・現行軽水炉の高度利用・・・中越沖地震を踏まえた耐震安全確保、現行軽

水炉の高経年化対応、高燃焼度化

②2030年、2050年の段階で温室効果ガス削減への寄与が期待出来るもの
・次世代軽水炉の研究開発・・・先進安全系、免震技術
・高速増殖炉（ＦＢＲ）サイクル技術・・・ＦＢＲ安全評価技術
・核燃料サイクル・廃止措置関連技術・・・地層処分の安全評価技術

②については、次頁以降で記述

原子力安全確保に関する技術的課題



核燃料サイクル関連技術

技術の概要 ベンチマーク／技術の意義

技術のロードマップ技術のロードマップ
2000 2010 2020 2030 2040 2050

普及シナリオ／必要な措置

○機微技術として、国際的な核不拡散体制下におかれる濃縮技術開発は、

 

官民一体となったプロジェクト遂行が不可欠
○再処理技術については、原子力機構が、六ヶ所再処理工場の設計･建設･

 

試運転に対して人的協力や技術情報の提供を行うことにより技術移転中
○高レベル放射性廃棄物の処分については、経済産業省資源エネルギー

 

庁が中心となって設置した「地層処分基盤研究開発調整会議」を通じ、関

 

係研究開発機関が連携・協力して研究開発。また、処分事業の実施主体

 

である原子力発電環境整備機構は、処分事業の安全な実施等を目的とし

 

て技術開発
○低レベル放射性廃棄物、廃止措置については、産学官の連携の基に、社

 

会のニーズを踏まえた技術開発を推進していくことが必要

温室効果ガス排出削減ポテンシャル 技術の国際展開

○再処理技術では、日本原燃と連携し米国の進めるGNEP構

 

想に係る協力としての技術情報提供を実施
○高レベル放射性廃棄物の処分については、国際共同研究

 

プロジェクトへの参加や各国の海外研究開発機関との研究

 

協力。また、国際的な人材育成プログラムへの参加協力や

 

東アジア諸国との情報交換を通じた技術支援
○低レベル放射性廃棄物の処理処分、廃止措置については、

 

OECD/NEAなどの国際協力の枠組みを活用するとともに、フ

 

ランス原子力庁（CEA）等との2国間協力を実施

○原子力発電利用により、2015年に年間約1．7億トンの

 

CO2

 

排出量が削減される。（※2015年の我が国の原子

 

力発電容量を50GW、火力発電（LNG）代替を仮定）
○IEAの見通し（標準ケース）では、2030年における世界

 

全体のCO2

 

排出量は約420億トンで、総発電量の9%が

 

原子力。世界の総発電量に占める原子力発電比率が

 

日本並（30%）となったと仮定すると、同355億トンと試算

 

され、約65億トンの削減が可能。また、平均的な火力

 

発電所が135万kWの原子力発電所１基に置き換わるこ

 

とにより、年間約600万トンのCO2

 

削減が可能。

○ウラン濃縮技術については、最先端技術の融合により、国際的に比肩し得る技術レベル

 
及び経済性を有する新型遠心分離器を開発

○軽水炉使用済燃料の再処理については、1990年代に仏国及び英国の大型商用再処理

 
施設が稼働し、我が国ではそれらの技術導入と独自の技術開発・技術移転に基づき、

 
現在六ヶ所再処理施設がアクテイブ試験運転を実施

○高レベル放射性廃棄物の処分については、各国は、自国内での地層処分を政策とし

 
ており、それぞれ自国の地質環境の特性や廃棄物の仕様等を踏まえ研究開発

○低レベル放射性廃棄物の処理処分、廃止措置については、それぞれ自国の規制等を

 
踏まえ、安全かつ合理的な技術を確立すべく、技術開発

○核燃料供給に不可欠なウラン濃縮について、常に最新技術を導入し、世界最高水

 
準の性能及び経済性を実現し、相当規模（国内需要の１／３程度）の自給率を達成

○使用済み燃料を再処理し、プルトニウム、ウラン等を回収し有効利用
○再処理の過程で発生する高レベル放射性廃棄物等の地層処分に関する技術は、

 
最終処分を実現していく上で不可欠

○発生する廃棄物の安全で効率的な処理処分を実現し、廃棄物量の低減や資源の再

 
利用につなげるために、低レベル放射性廃棄物の処理処分や原子力施設の廃止

 
措置を安全かつ合理的に行うための必要な技術開発を実施

ウラン濃縮・
新燃料技術

軽水炉燃料再処理

●新型遠心分離器を用いたカスケード試験

●順次、六ヶ所ウラン濃縮工場へリプレースとして導入
◆最終操業規模1,500トンSWU/年規模を実現

●ふげんＭＯＸ燃料、高燃焼度燃料等の再処理試験を通じた技術的知見を蓄積
●現行溶融炉の運転/保守を通じて技術的知見を蓄積 ◆再処理技術、ガラス固化に関する技術的知見を蓄積

高レベル廃棄

 
物処分研究

文献調査 概要調査 精密調査 建設～

●坑道掘削時の調査研究／地下施設での調査研究

◆2030年代（平成40年代後半）を目途に
高レベル放射性廃棄物の処分を開始

基盤技術の開発と既存
施設における処理、貯蔵

低レベル廃棄

 

物処理処分

基盤技術の開発と中小施設
の廃止によるデータ取得等

廃止措置技術

開発した技術の適用、高度化と廃棄体化施設、処分施設の整備、運転

開発した技術の適用、高度化と大型施設の廃止措置着手

◆回収ウラン利用への機動的対応可能性を確保●回収ウラン利

 
用技術の開発



次世代軽水炉、中小型炉の開発

○【次世代軽水炉】３０年前、世界に十数社あった

 
原子力プラントメーカーも現在は４グループのみ

 
であり、三菱重工、日立、東芝がこれらのグルー

 
プの中心的存在である。
【中小型炉】我が国の原子炉メーカーは、９０年代

 
以降、世界の原子力市場が停滞した時期も国内

 
において建設を継続してきたため、現在は一定の

 
競争力を有している。

○供給安定性に優れた原子力は、我が国で唯一のクリーンな基幹電源であり、

 
経済成長に必要な電力を比較的低コストで安定的に供給できるため、二酸化炭

 
素の排出削減と経済発展の両立に資するエネルギー源である。

○2050年に向け、現在国内外で主流となっている軽水炉実用技術の改良と革新

 
的新型炉等の先進的原子力発電技術の開発が必要。具体的には、安全性、経

 
済性、信頼性等を大幅に向上させる次世代軽水炉の技術開発、途上国や島嶼

 
国等において中小規模の発電需要に対応可能なコンパクトな中小型炉の技術

 
開発がある。

技術の概要 ベンチマーク／技術の意義

技術のロードマップ技術のロードマップ

2000 2010 2020 2030 2040 2050

2015年
▼基本設計

普及シナリオ／必要な措置

○【次世代軽水炉】０６年度より、電気事業者・メー

 
カー・学識経験者等の参画を得つつ、官民一体となっ

 
て事業化調査を実施。世界標準を獲得し得る高い革

 
新性を有する技術、参画するメーカー各社に共通す

 
る基盤的技術を基本原則として、電気事業者からの

 
共通の要求事項及び要求水準に基づき、開発項目を

 
検討。
【中小型炉】原子炉メーカーが研究機関等と協力しな

 
がら研究開発を実施。開発リスクが高い研究開発や

 
波及効果の大きい研究開発について、提案公募方式

 
により、国が支援。

○次世代軽水炉の技術開発については、国内のみな

 
らず海外市場も視野に入れ、世界標準を獲得し得る

 
革新技術の開発に向けた取組が重要である。

温室効果ガス排出削減ポテンシャル 技術の国際展開

○中小型炉技術については、日米協力の枠組

 
みの中で、ＩＡＥＡ等が行った途上国のニーズ

 
調査等を基に設計要件をとりまとめ、既に検

 
討されている設計概念を調査する。また、中

 
小型炉に関する互恵的な技術分野で共同研

 
究開発の検討を進めるとともに、研究成果の

 
活用を通じて、途上国等への我が国の原子

 
力発電技術の国際展開を促進し、もって原子

 
力産業の一層の国際競争力強化を目指す。

○原子力発電利用により、2015年に年間約1．7億トンのCO2排出

 
量が削減される。（※2015年の我が国の原子力発電容量を

 
50GW、火力発電（LNG）代替を仮定）

○IEAの見通し（標準ケース）では、2030年における世界全体の

 
CO2排出量は約420億トンであり、総発電量のうち9%が原子力。

 
世界の総発電量に占める原子力発電比率が日本並（30%）と

 
なったと仮定すると、同355億トンと試算され、約65億トンの削減

 
が可能。また、平均的な火力発電所が135万kWの原子力発電

 
所１基に置き換わることにより、年間約600万トンのCO2削減が

 
可能。

2030年頃

▼運転開始

2010年

▼基本仕様

・概念設計検討

次世代軽水炉

・概念設計、基本設計 ・プラント設計、安全審査等

・要素技術開発 海外市場への展開

中小型炉

大幅なコンパクト化、メンテナンスコストの低減を通じた経済性の向上



高速増殖炉（ＦＢＲ）サイクル技術

○世界各国が高速増殖炉サイクル技術の研究開

 
発をスローダウンした間においても、我が国で

 
は、着実に研究開発を進めてきた。

○我が国は運転中の実験炉「常陽」と運転再開間

 
近の原型炉「もんじゅ」並びに高速炉用の燃料

 
製造施設を保有し、豊富なインフラを有している。

○高速増殖炉（ＦＢＲ）サイクル技術は、発電過程

 
で二酸化炭素を排出しないという原子力発電共

 
通の特長を有するとともに、長期的なエネル

 
ギー安定供給に大きく貢献するものであり、放

 
射性廃棄物の潜在的有害度の低減に貢献でき

 
る可能性を有する。

技術の概要 ベンチマーク／技術の意義

技術のロードマップ技術のロードマップ

2000 2010 2020 2030 2040 2050

原型炉「もんじゅ」

2015年
▼実用施設・実証施設の概念設計
実用化に至るまでの研究開発計画を提示

普及シナリオ／必要な措置

○原子力発電を、世界レベルでの温室効果ガスの排

 
出量削減に役立てていくためには、ウラン資源の利

 
用効率を飛躍的に高める高速増殖炉サイクル技術の

 
導入が必要となる。将来的に、我が国の技術を世界

 
的に展開することができれば、環境問題での国際貢

 
献を果たすことが期待される。しかし、このためには、

 
核不拡散などの課題が存在するため、当面は、GIF、

 
GNEPなどの多国間協力の中で、検討を進める。

○この研究開発は、独立行政法人である原子力機構を

 
中核として進められている。今後、必要な資金や要員

 
を確保していくために、研究開発型独立行政法人の

 
制度等の改革を、引き続き検討していく必要がある。

温室効果ガス排出削減ポテンシャル 技術の国際展開

○ＧＩＦやＧＮＥＰといった国際的枠組みを活用し、

 
高速増殖炉サイクル技術の研究開発に関わ

 
る国際連携を進めるとともに、我が国の技術

 
を国際標準とするべく、アピールを行っている。

○本年度運転再開予定の原型炉「もんじゅ」を

 
国際的な研究の場の中核として使用する。

○原子力発電利用により、2015年に年間約1．7億トンのCO2排出

 
量が削減される。（※2015年の我が国の原子力発電容量を

 
50GW、火力発電（LNG）代替を仮定）

○IEAの見通し（標準ケース）では、2030年における世界全体の

 
CO2排出量は約420億トンであり、総発電量のうち9%が原子力。

 
世界の総発電量に占める原子力発電比率が日本並（30%）と

 
なったと仮定すると、同355億トンと試算され、約65億トンの削減

 
が可能。また、平均的な火力発電所が135万kWの原子力発電

 
所１基に置き換わることにより、年間約600万トンのCO2削減が

 
可能。

○高速増殖炉は、現在把握されている利用可能なウラン資源だけ

 
でも数百年にわたって、発電過程でCO2を発生しない原子力発

 
電を利用できるようにするものである。

革新技術の研究開発
高速増殖炉システム：13項目
燃料サイクルシステム：12項目

2025年頃

▼実証炉の実現を目指す

2050年よりも前に

▼商業炉の導入を目指す

2008年度

▼運転再開

・Na取扱技術の確立

・発電プラントとしての信頼性実証

高速増殖炉実用化

 
研究開発



原子力エネルギーの着実な利用に資する基礎基盤研究

○近年、先進各国は原子力研究をスローダウンさ

 
せ、なかでも国立研究所の民営化（営利化）等

 
の動きの中で基礎研究が一段と削減を受けて

 
いる中では、我が国の原子力基礎工学研究ポ

 
テンシャルは、国際的にも極めて重要な位置づ

 
けを得ている。

○原子力の持続的な発展に資する、海水からウラン等の有用金属を回収する捕集

 
材の開発、長寿命核種の短寿命化等による放射性廃棄物処分の負担を大幅に

 
軽減させるための分離変換技術等の研究開発。

○原子力エネルギーの着実な利用に資するため、原子力施設の設計やその基礎

 
となる核工学・炉工学の研究、燃料・材料工学の研究、環境・放射線工学の研究

 
など、原子力の基礎・基盤技術の研究開発。

技術の概要 ベンチマーク／技術の意義

技術のロードマップ技術のロードマップ

2000 2010 2020 2030 2040 2050

燃料・材料工学

核工学・炉工学 核熱設計手法

 

【高精度炉物理・炉工学解析コード開発】
核データ

 

【JENDL-4の整備】

普及シナリオ／必要な措置

○日本原子力研究開発機構は、我が国で唯一の原子

 
力の総合研究機関として、照射済み試料、核燃料物

 
質、及び放射性物質を取り扱える基礎・基盤研究施

 
設の維持ならびに最新の高度分析技術を用いた試験

 
研究装置の適時の導入・整備を行い、これを基盤に、

 
基礎研究から応用研究までを一体的に推進するとと

 
もに、大学、民間等と連携する、原子力技術開発のプ

 
ラットフォームを提供する。また、産業界等の要請に

 
応えた研究を効率的に進めるため、原子力エネル

 
ギー基盤連携センターの機能を強化し、産業界と一

 
体的に推進できる体制を整備する。

○研究開発型独立行政法人の制度等の改革を、引き

 
続き検討していく必要がある。

温室効果ガス排出削減ポテンシャル 技術の国際展開

○今後予想されるアジア地域等での原子力エ

 
ネルギー技術の急速な展開に対応するため、

 
各国で行われる技術者研修の指導者を育成

 
するための研修体制を整備し、最先端の技術

 
を備えた世界の原子力研修センターとして国

 
際貢献し、原子力技術者の育成に努める。

○IAEA、OECD/NEAなどの国際機関の活動

 
に積極的に参加・連携し、学術的及び工学的

 
視点から国際社会を先導することで国際貢献

 
するとともに、技術の普及を図ることで国際標

 
準化を目指す。

○ 原子力エネルギーシステムの発展をとおして、長期間にわたっ

 
て温室効果ガスの排出抑制に貢献

○原子力発電利用により、2015年に年間約1．7億トンのCO2排出

 
量が削減される。（※2015年の我が国の原子力発電容量を

 
50GW、火力発電（LNG）代替を仮定）

○IEAの見通し（標準ケース）では、2030年における世界全体の

 
CO2排出量は約420億トンであり、総発電量のうち9%が原子力。

 
世界の総発電量に占める原子力発電比率が日本並（30%）と

 
なったと仮定すると、同355億トンと試算され、約65億トンの削

 
減が可能。また、平均的な火力発電所が135万kWの原子力発

 
電所１基に置き換わることにより、年間約600万トンのCO2削減

 
が可能。

環境動態予測技術

 

【包括的（陸・海・空）のモデルの開発】
極微量核物質分析技術

 

【保障措置微量分析技術開発】
放射線防護技術

 

【線量評価データ集、DNA損傷からの影響解析】

ほぼ同じ

環境・放射線工学

燃料物性

 

【マイナーアクチノイド含有燃料物性の研究】
燃料サイクル

 

【革新的再処理技術の開発】
原子力材料

 

【損傷コード開発】

・現在改修中の材料試験炉（ＪＭＴＲ）の再稼働
・高速炉臨界実験装置（ＦＣＡ）や照射後試験施設等における実験技術（照射試験技術、照射後試験技術）の向上
・スーパーコンピューティング技術の重要化に伴う計算機資源の確保（定期的な能力の向上）

○ 軽水炉（既存）の安全な運転、効率化、高経年化対応

○ 原子力に対する国民の信頼を確保

○ 新しい原子力システム（次世代軽水炉、高速炉、核変換システム、

 
核融合炉）の開発に必要となる基盤技術を確保

マイナーアクチノイド
(MA) [1kg]

マイナーアクチノイド
(MA) [1kg]

Ｔｃ-白金族 [5kg]Ｔｃ-白金族 [5kg]

Sr-Cs [6kg]Sr-Cs [6kg]

その他の元素 [38kg]その他の元素 [38kg]

再処理 Pu [11kg]

核分裂による
核変換が可能

ヨウ素 [0.3kg]
中性子捕獲による
核変換が可能

有効利用

熱、放射線利用の後、
減衰するまで保管

地層処分

使用済み燃料 [1t]
U [0.94t]

高レベル
廃棄物

マイナーアクチノイド
(MA) [1kg]

マイナーアクチノイド
(MA) [1kg]

Ｔｃ-白金族 [5kg]Ｔｃ-白金族 [5kg]

Sr-Cs [6kg]Sr-Cs [6kg]

その他の元素 [38kg]その他の元素 [38kg]

再処理 Pu [11kg]

核分裂による
核変換が可能

ヨウ素 [0.3kg]
中性子捕獲による
核変換が可能

有効利用

熱、放射線利用の後、
減衰するまで保管

地層処分

使用済み燃料 [1t]
U [0.94t]

マイナーアクチノイド
(MA) [1kg]

マイナーアクチノイド
(MA) [1kg]

Ｔｃ-白金族 [5kg]Ｔｃ-白金族 [5kg]

Sr-Cs [6kg]Sr-Cs [6kg]

その他の元素 [38kg]その他の元素 [38kg]

再処理 Pu [11kg]

核分裂による
核変換が可能

ヨウ素 [0.3kg]
中性子捕獲による
核変換が可能

有効利用

熱、放射線利用の後、
減衰するまで保管

地層処分

使用済み燃料 [1t]
U [0.94t]

高レベル
廃棄物

海水ウラン回収

分離変換技術
2015年頃までに

技術的可能性を検証する

2020年までに

実用化に必要なコスト削減
（年間1200t規模（日本のウラン需要の1/6））



核融合エネルギー

○国内研究では、JT-60による世界最高性能の

 
実証を行うなど、世界をリード。

○ITER計画において、ホスト極である欧州ととも

 
に、日本は準ホスト国として、先端機器調達にお

 
いて最大の貢献をするなどして主導。

○原型炉実現に向けて、日欧協力により幅広い

 
アプローチを我が国で実施し、世界をリード。

○核融合エネルギーは、軽い原子核同士を融合させた際に発生する莫大なエネル

 
ギーを取り出し利用する。

○軽水炉、燃料サイクル技術等の既存原子力技術と比して、核融合エネルギーでは、

 
反応が連鎖的に起こる恐れがなく安全性に優れる点、燃料が豊富で地域偏在性

 
がない点、高レベル廃棄物が発生しない点において、将来のエネルギーとして優

 
位性を有する。

○化石燃料を使用する発電に比して、温暖化ガスを排出しない点、燃料枯渇の恐れ

 
がない点で、絶対的な優位性を有する。

技術の概要 ベンチマーク／技術の意義

技術のロードマップ技術のロードマップ

2000 2010 2020 2030 2040 2050

幅広いアプローチ（BA）

ITER計画
● ITERの建設 ● ITERの運転

● ITERを支援・補完する先進的研究開発

普及シナリオ／必要な措置

○研究機関や大学、産業界、行政等で構成する核融

 
合エネルギーフォーラムにおいて、国内意見を集約し、

 
国内における産学官相互の連携を図っている。また、

 
国内の連携だけではなく、ＩＴＥＲ計画や幅広いアプ

 
ローチにおける多国間の国際協力を推進しているほ

 
か、米国・欧州・韓国・中国と二国間の研究協力協定

 
を結び、アジアそして世界の拠点として、研究者交流

 
や共同研究を推進。

○ＩＴＥＲ計画及び幅広いアプローチについては、政府と

 
して協定に署名し、国際約束に基づく事業として必要

 
な資源配分を行い、推進。

温室効果ガス排出削減ポテンシャル 技術の国際展開

○国際共同プロジェクトとして実施し、参加国間

 
で経費を分担し、成果を共有する意義が大き

 
いことから、ＩＴＥＲ計画を、日本・欧州・米国・

 
ロシア・中国・韓国・インドの７極の国際協力プ

 
ロジェクトとして実施している。我が国は、ＩＴＥ

 
Ｒ機構に機構長等を派遣しているほか、ＩＴＥＲ

 
の主要機器の調達を担当し、我が国の技術

 
が多く採用されているなど、ホスト極である欧

 
州とともにＩＴＥＲ計画を先導している。

○ＩＴＥＲ計画を補完・支援する先進的核融合研

 
究開発である「幅広いアプローチ」を日欧協力

 
により我が国で実施している。原型炉設計等

 
を他国に先駆け日欧で行うことにより、当該技

 
術の国際標準化が見込まれる。

○原子力発電利用により、2015年に年間約1．7億トンのCO2排

 
出量が削減される。（※2015年の我が国の原子力発電容量を

 
50GW、火力発電（LNG）代替を仮定）

○IEAの見通し（標準ケース）では、2030年における世界全体の

 
CO2排出量は約420億トンであり、総発電量のうち9%が原子

 
力。世界の総発電量に占める原子力発電比率が日本並

 
（30%）となったと仮定すると、同355億トンと試算され、約65億

 
トンの削減が可能。また、平均的な火力発電所が135万kWの

 
原子力発電所１基に置き換わることにより、年間約600万トン

 
のCO2削減が可能。

○核融合反応の原燃料は海水中に豊富に存在するため、海水

 
が存在する限り、エネルギー生産を続けることが可能。

・国際核融合エネルギー研究センター
・国際核融合材料照射施設の工学実証・工学設計活動
・サテライト・トカマク計画

・燃焼プラズマの達成
・長時間燃焼の実現、等

実用化の目途



原子力による革新的水素製造技術

○水を熱分解して水素を製造する技術であるＩＳ

 
プロセスの運転制御法を開発し、2004年に毎時

 
30リッター規模の連続水素製造を達成した。ま

 
た、2005年に実用材料（セラミックス）製反応器

 
の試作に成功した。

○米仏はＩＳプロセスの共同研究を進めており、本

 
年、実用材料製装置による毎時200リッター規

 
模試験を行う計画である。

○炭酸ガス排出量の削減のためには、水素は化石燃料

 
代替の有力候補である。2020、2030年以降、大量の

 
水素需要に応える新たな水素供給設備が必要。

○既存技術による水素製造（水蒸気改質法）は、製造プ

 
ロセスで大量の炭酸ガスを排出。

○温室効果ガスを排出せずに、経済的、大量かつ安定に

 
製造することができる、高温ガス炉からの高温熱を用

 
いる革新的水素製造技術

原子力エネルギーの多様な利用

 

— CO2を排出せずに水素を製造 — ベンチマーク／技術の意義

約3年

熱化学法ISプロセス
酸素水素 900℃400℃

H2SO4

I2
SO2

H2O
+

H2
+
I2

2HI
1/2O2

+
SO2+H2O

ヨウ化水素の分解 硫酸の分解

硫黄(S)
の循環

ヨウ素(Ｉ)
の循環

高温ガス炉

2HI + H2SO4

I2 +  SO2 +  2H2O

ヨウ化水素と
硫酸の生成

H2O
水

技術のロードマップ技術のロードマップ

2000 2010 2020 2030 2040 2050

高温ガス炉の
技術開発

水分解による
水素製造技術

● 水素製造技術の確証

◆ 高性能実用機器開発

◆ 信頼性確証、技術実証

● HTTRによる実証・実用化データ取得

●

 

重要技術の蓄積

国際協力：GIF等

高温ガス炉の特徴
1000℃近い高温のガス

• 高い効率で、水からの水素製造・発電が可能
• 排熱利用により、熱出力の約80%を利用可能

安全上の特長
• 燃料の大規模破損や炉心溶融に至る事故が起こらない
• 高い固有安全性

普及シナリオ／必要な措置

○研究開発は基盤研究から実証研究へ移行しつつあ

 
り、水素製造装置を製作する化学プラントメーカー、

 
及び、燃料電池自動車等に水素を供給する水素供給

 
会社、並びに水素還元製鉄等を行う製鉄会社等の水

 
素ユーザーとしての産業界と強く連携をとりつつ、基

 
盤技術の確立、実証試験に至るまで、政府方針の下、

 
産学官が一体となった研究開発体制が必要。なお、

 
製鉄においては、地球温暖化対策として水素を利用

 
した還元製鉄技術の開発が進められている。

○実用化に向けては、水素循環社会の実現のための

 
社会基盤・制度の整備が必要。

温室効果ガス排出削減ポテンシャル 技術の国際展開

○ISプロセスについては、2008年から、第４世

 
代原子力システム国際フォーラム（ＧＩＦ）にお

 
いて、超高温ガス炉（VHTR）に関する水素製

 
造プロジェクト（日、米、仏、韓、カナダ、ユーラ

 
トム）を開始する。また、フランス原子力庁、韓

 
国原子力研究所、中国清華大学と、それぞれ、

 
水素製造に関する情報交換を実施している。

・高温ガス炉による水素製造量

所内電力併産型高温ガス炉による水素製造量を4億Nm3/年/ 
基とすると、2050年では20億Nm3/年。

・CO2削減量

天然ガス改質では、水素1Nm3に対して0.686kgのCO2を排出。

 
高温ガス炉で製造する20億Nm3分に相当する137万tCO2が

 
削減される。

（2040年に高温ガス炉商業炉が運転を開始、その後２年に１基の

 
ペースで建設すると仮定した試算）

※燃料電池普及によるCO2削減効果は含まない。



量子ビームテクノロジーによる地球環境保全技術の開発

○我が国では世界最高レベルのビーム強度を有

 
する放射光施設、中性子線施設が稼働中、もし

 
くは、まもく稼働予定。

○各種量子ビームの利用技術に関しては、我が

 
国が世界をリードしているが、欧米やアジア各

 
国の追い上げも激しい。

○量子ビームは、材料改質や微細加工に優れた電子・イオン・ＲＩビーム、微小試料

 
の構造解析に優れた放射光（X線）、軽元素や磁性体の解析に優れた中性子線と

 
いった物質・材料を原子レベルで「みる」「つくる」ことが可能である。

○量子ビームテクノロジーを高度化・活用することにより材料開発にブレークスルー

 
をもたらし、燃料・太陽電池や水素貯蔵用の高機能性材料、海水からウラン等の有

 
用金属を回収する捕集材の開発、さらには、環境耐性・浄化能力に秀でた植物品

 
種の創出などにより、地球環境保全に貢献する技術開発を行う。

技術の概要 ベンチマーク／技術の意義

技術のロードマップ技術のロードマップ

2000 2010 2020 2030 2040 2050

燃料電池・水素貯蔵材料

 

の開発

環境耐性・浄化

 

植物新

 

品種の創出

● 二酸化炭素吸収能力改善に有効な遺伝子特定

◆ 水素貯蔵新材料の開発

普及シナリオ／必要な措置

○量子ビーム施設を有する独立行政法人等の研究機

 
関と産業界や大学との連携研究体制のもと行う。特

 
にSPring-8、大強度陽子加速器施設(J-PARC)、フォ

 
トンファクトリー(ＰＦ)、ＲＩビームファクトリー(ＲＩＢＦ)等

 
の先端的な量子ビーム施設を中核的な拠点として研

 
究開発を推進し、得られた研究成果は産業界によっ

 
て迅速に実用化できる連携体制を構築する。

○関係する研究機関や民間企業との連携強化が必要

 
である。そのためには民間企業等による各種量子

 
ビーム施設の横断的かつ積極的な利用を促進・支援

 
することが必要。

○社会的な認知度を向上させるためには、研究成果の

 
速やかな実用化（商品化）が何よりも重要であるため、

 
強力な産学官の連携体制を構築する。

温室効果ガス排出削減ポテンシャル 技術の国際展開

○各種量子ビーム施設を国際公共財として、外

 
国人研究者にも開放する。

○既に、アジア原子力協力フォーラムの枠組み

 
で、放射線利用技術の普及・推進を行ってい

 
るが、更に加速する。

○各技術毎に温室効果ガス排出削減ポテンシャルを見積もるこ

 
とは困難。目的とする実用化技術（燃料電池、太陽電池等）の

 
温室効果排出削減ポテンシャルに依存する。

● 多結晶シリコン材料中の鉄の挙動解明

1～3年

高発電効率太陽電池パネ

 

ルの開発

カーボンニュートラルな

 

プラスチックの創製

◆ 高変換、高信頼性、長寿命の材料開発

◆ 貴金属フリーの燃料電池用新触媒を開発

● 新触媒の機構解明、開発

● 水素吸蔵、放出メカニズム解明

高発電効率太陽電池

 

パネルの材料の開発

植物由来の原料で

 

カーボンニュートラ

 

ルな材料を生成

燃料電池用-電解質

 

膜を開発

◆ 二酸化炭素を高吸収できる植物新品種を創出

● 放射線加工技術の高度化
◆ バイオベースプラスチックの開発
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